
１８年度 １９年度
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

Ⅰ　意識面（しない風土）の対策

1
「企業倫理遵守に
関する行動基準」
の規定内容の充実

① 改定原案を作成し、イントラネットで周知

② 第一線職場の声をはじめ、社内から広く意見を募集し、修正した原案を
　 企業倫理委員会で審議

③ 新たな行動基準を制定・公布し、社内説明会を開催
  （宣誓書署名の周知とあわせて実施）

④ 各職場において、新たな行動基準の理解活動を実施

⑤ 行動基準の冊子を作成し、配布

⑥ 行動基準を活用した研修の実施

（実施）総務部

（対象）役員・全社員

【仕事の基本の徹底に関するｅラーニングの実施】

①-1 仕事の基本の徹底に関するｅラーニングの作成

①-2 全社員がｅラーニングを受講

①-3 各職場でのグループ討議を実施

（実施）総務部

（対象）全社員

【技術者倫理に関するｅラーニングの実施】

②-1 設備部門対象としたｅラーニングの作成

②-2 設備部門の全社員がｅラーニングを受講

②-3 各職場でのグループ討議を実施

（実施）総務部

（対象）設備部門

【社内の技術技能認定制度における技術者倫理研修の導入】

③-1 現行認定制度のカリキュラム確認

③-2 具体的展開方法の検討（設備部門との協議）

③-3 研修資料作成

③-4 技術技能認定者を対象に研修を実施

（実施）総務部
　　　　総合研修センター

（対象）設備部門

【管理職に対する研修】

④-1 管理職に対する研修を必修化し、各企業倫理担当へ実施を依頼

④-2 役割に応じて求められるケース･メソッド等の研修を実施

（実施）総務部

（対象）管理職

【企業倫理意識向上に資する効果的な研修ツールの開発】

⑤-1 本店設備部門による不適切行為を題材にした事例集の作成

⑤-2 店所による不適切行為を題材にした事例集の作成

⑤-３ 事例集について関係箇所との調整後、イントラに掲載

⑤-4 各職場において事例集を活用した研修を実施

（実施）総務部

（対象）全社員

3
企業倫理遵守に関
する宣誓書への署
名

① 署名の具体的な実施方法を策定し、 企業倫理委員会で審議

② 宣誓書の署名について全社員に周知し、社内説明会を開催
  （行動基準の周知とあわせて実施）

③ 各職場において、新たな行動基準の理解活動を実施

④ 行動基準を十分理解した上で、役員・社員一人ひとりが宣誓書に署名

⑤ 署名の状況を、データベースに登録

（実施）総務部

（対象）役員・全社員

4
部門間、事業所間
の人材交流の推進

① 異動方針を周知し、各部門との調整後、異動を実施

② 人材交流実施後のチェック＆フォローの実施

（実施）労務人事部

（対象）工務部門
　　　　火力部門
　　　　原子力部門等

実施部署 ・
対象箇所 等

全社大再発防止対策　行動計画

2

部門・職場の特性
等を念頭においた
企業倫理研修の充
実

主なアクションプラン実施項目

具体的実施方法の検討

4/24

各職場における行動基準の理解活動

各職場における宣誓書署名・提出

署名状況のデータベース登録

原案作成

企業倫理委員会

行動基準の制定・公布、社内説明会の実施

各職場における理解活動

　8/下

配信
ｅラーニング作成

ｅラーニング受講

実施依頼

各職場における管理職への研修

本店設備部門による事例集作成

　5/下 イントラ掲載

店所による事例集作成

　6/中イントラ掲載

意見募集

　3/末
　4/24

原案周知

3/23

10/中 上期分の実績報告

　4/2

4/2　作成依頼

　作成依頼

事例集を活用した研修の実施

冊子の作成

　8/下

冊子の配布

宣誓書配布　6/上

異動方針周知 異動実施関係各部との調整

チェック＆フォロー

　5/下

グループ討議

　8/下

配信
ｅラーニング作成

ｅラーニング受講

グループ討議

企業倫理委員会

行動基準の制定・公布、社内説明会の実施
　5/下

行動基準を活用した研修の実施

技術技能認定者を対象に研修を実施

研修資料作成

具体的展開方法の検討（設備部門との協議）

現行認定制度のカリキュラム確認

5/10

7/1

資 料 １

必要に応じて適宜実施
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１８年度 １９年度
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

実施部署 ・
対象箇所 等

主なアクションプラン実施項目

Ⅱ　仕組み面（させない仕組み）の対策

（実施）工務部

（対象）水力部門

（実施）火力部

（対象）火力部門

（実施）原子力部門

（対象）原子力部門

【規程・マニュアルのレビューの実施】

②-1 本店及び店所・第一線職場において、規程・マニュアルのレビュー
　　  を実施

②-2 レビューの結果を踏まえ、規程・マニュアルの制改定を実施

（実施）品質・安全監査部

（対象）全社

【規程・マニュアル遵守意識をより高揚させるための教育の実施】

③-1 規程・マニュアル遵守についてのｅラーニングの作成

③-2 全社員がｅラーニングを受講

③-3 各職場でのグループ討議を実施

（実施）品質・安全監査部

（対象）全社員

【再発防止対策の実施状況の確認】

①-１本店各部におけるの実施状況を監査部門が監査

①-2 店所・第一線における実施状況を監査部門が監査

（実施）品質・安全監査部

（対象）全社
　　　（原子力部門除く）

【水力部門における保安監査の充実】

②-1 保安監査の具体的実施方法の策定
　　（河川法についても監査対象とし、社外提出データの適切性も確認）

②-2 店所への周知、試行、調整を実施

②-3 保安監査を実施し、その結果を経営層に報告

（実施）品質・安全監査部

（対象）水力部門

【原子力部門における業務品質監査の監視機能を充実】

③-1 年度品質監査計画を策定

③-2 監査計画に基づき、本店及び原子力発電所にて業務品質監査を実施

（実施）原子力品質監査部

（対象）原子力部門

Ⅲ　仕組み面（言い出す仕組み）の対策

【原子力部門における職責毎に「基本的行動規範」を設定】

①-1 職責毎に「基本的行動規範」導入の検討、案の策定、運用方法の検討

①-2 「基本的行動規範」案に対するアンケートの実施

①-3 「基本的行動規範」の内容・運用方針の決定、周知

①-4 「基本的行動規範」の運用開始

（実施）原子力品質・安全部

（対象）原子力部門

【原子力発電所及び本店それぞれに委員会組織を設置】

②-1 原子力発電所及び本店それぞれに委員会組織を設置

②-2 四半期毎に委員会を開催し、地域の声を反映した発電所業務・広報
　　  活動を推進

（実施）原子力部門

（対象）原子力部門

2

業務の点検月間の
設置等による業務
の集中的見直しの
実施

① 全社大で集中的に業務見直しを行う「業務の点検月間」を設置

② 本店業務主管部門がテーマを選定し各職場でグループ討議を実施

③ 洗い出された事例について、改善処置を検討し、業務を見直し

④ 重大な法令違反等が確認された場合は、速やかに公表

（実施）再発防止策検討部会

（対象）全社

2
内部監査機能の強
化・充実

1
地域・社会の声を
業務運営に活かす
仕組みの強化

規程・マニュアル
の充実

【点検結果の規程・マニュアルへの反映】

① 今回の発電設備に関する点検結果を規程・マニュアルへ適切に反映

1

具体的実施
方法の策定

店所へ周知、試行、調整

保安監査実施

レビューの実施（本店）

レビューの実施（店所・第一線）

制改定作業（本店）

制改定作業（店所・第一線）

4/13

4/23

6/14

5/14

4/26

本店各部における実施状況を確認 店所・第一線における実施状況を確認

報告

実施状況報告

9/中

委員会設置に
向けた調整

本店地域の声委員会発足（4/18）

四半期毎に委員会開催

意見照会

レビュー マニュアル改定作業

６月末

マニュアル改定作業 制定

「基本的行動規範」導入の検討、案の策定、運用方法の検討

アンケート実施

「基本的行動規範」の内容・運用方針の決定、周知

運用開始

（４月予定）

マニュアル改定作業

制定

６月末制改定（関係当局と協議を要するものは協議後、制改定）

６月末

制定

　8/下

配信
ｅラーニング作成

ｅラーニング受講

グループ討議

4/3,4

年度品質監査
計画策定 本店及び原子力発電所にて業務品質監査を実施

経営層店所訪問

店所討議
テーマ設定

第一線職場
で討議

本店討議
リスク管理委員会へ報告

全店周知

具体的実施方法の策定

課題事項のフォロー

9/中

5/21
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１８年度 １９年度
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

実施部署 ・
対象箇所 等

主なアクションプラン実施項目

【水力部門における不具合管理の仕組みの充実】

①-1 既存の不具合管理の仕組みを活用し、不適合事例を水平展開する仕組
　　  みを構築

①-2 システムへの不適合事例掲載、全店周知し、不具合管理を実施

①-3 運用状況を確認し、随時、課題事項をフォロー

（実施）工務部

（対象）水力部門

【火力部門における不具合管理の仕組みの充実】

②-1 既存のシステムを活用し、不具合防止を徹底

②-2 さらなる情報共有を図るため、既存システムを再構築

②-3 新システムを活用した不具合管理を実施するとともに、随時、課題
　　  事項をフォロー

（実施）火力部

（対象）火力部門

【原子力施設情報公開ライブラリ(ニューシア)への登録拡大】

③-1 ニューシアへの入力基準を策定し、関係者へ周知

③-2 新基準による入力を開始

（実施）原子力部門

（対象）原子力部門

（実施）工務部

（対象）水力部門

（実施）火力部

（対象）火力部門

【企業倫理相談窓口の全社員へのさらなる周知・徹底】

②-1 イントラネットを利用した周知・徹底

②-2 宣誓書署名にあわせた周知・徹底

②-3 社報による周知・徹底

②-4 ｅラーニングによる周知・徹底

②-5 各職場の企業倫理担当への相談体制を充実

（実施）総務部
（対象）全社員

5

第一線職場支援の
ための法務・コン
プライアンス機能
の強化

① 本店に「法務室」を設置

② 法律相談受付ラインの整備

③ 法務室が全事業所に赴く「出前法律相談」の実施

④ 法律関係手引書の充実

⑤ 法務担当者の人材交流の拡大（１９年度以降、順次実施）

（実施）総務部

（対象）全社、総務部

6
原子力部門の業務
運営の見直し

① 「原子力品質・安全部」、「原子力設備管理部」を新たに設置し、
　 「原子力技術・品質安全部」を廃止

（実施）原子力部門

（対象）原子力部門

【第一線職場が抱える悩みを軽減するサポートの強化】

①-1 本店管理職が第一線職場を訪問しての意見交換

①-2 技術的課題や法令等の解釈についてサポート体制を強化

4

業務プレッシャー
等から第一線職場
が抱える悩みを軽
減するためのサ
ポートの強化

3
設備のトラブルや
不具合を管理する
仕組みの充実

不適合事例を水平展開する仕組みの構築

　5/下

　6/中

取り組み状況報告

適宜、企業倫理担当へ相談しやすいよう環境を整備

周知・徹底方法の策定

イントラネットによる再周知

宣誓書配布　6/上

各企業倫理担当へ依頼

　3/23

体制の決定 新法務体制

法律相談受付ライン
(ﾍﾙﾌﾟﾗｲﾝ)の新設

出前法律相談の実施

法律相談事案の水平展開
（法律関係手引書の充実等）

改編準備

改編実施

具体的サポート体制の検討 7/1

サポート開始

システムへの不適合事例掲載、全店周知

運用状況の確認
課題事項のフォロー

社内専門家等を活用するサポート体制の構築

全店周知

店所巡回キャンペーン

課題事項のフォロー

4/1

「法務室」設置

社報へ掲載　7/上

ｅラーニング配信　8/下

各職場における取組

運用開始

既存システム改修

基本方針策定

10

課題事項のフォロー

新システムを活用した不具合管理

不具合管理

7/1

入力基準の策定
（電事連大で実施）

関係者への周知

新基準による入力開始
（全電力で実施）
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１８年度 １９年度
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

実施部署 ・
対象箇所 等

主なアクションプラン実施項目

再発防止対策の実施状況の確認と対策の見直し・改善

（実施） 各部門
　　　　 品質・安全監査部

（対象）全社
　　　（原子力部門除く）

（実施）原子力部門

（対象）原子力部門

（実施）原子力品質監査部

（対象）原子力部門

① 再発防止対策の実施状況について、本店各部が自部門の検証を実施

② 監査結果について、評価の具体的な実施方法の検討を踏まえ、再発防止
　対策の効果の検証も含めて、再発防止策検討部会に報告

③ 検証結果を踏まえ再発防止対策の継続的な見直しを実施

再発防止対策の実施状
況の確認、効果の検
証、見直しの実施

評価の具体的実施方法検討・立案 本店各部の検証 ３/下

実施状況の確認 報告

報告

4/13

テーマ設定
原子力安全・品質保証会議にて選定

監査計画作成 監査の実施

常務会へ報告

原子力安全・品質保証会議へ報告

12/21

３/下

原子力検討会の下に「再発防止対策フォローアップ会議」を新たに設け、再発防止対策の進捗状況の確
認、実効性の評価を定期的（四半期毎）に実施し検証、必要に応じ再発防止対策を見直し

評価の具体的実施方法検討・立案

上期自己評価

管理者レビュー
　　（以降、半期毎に定期実施）
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